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食費
（人件費）

医療費・教育費
（扶助費）

ローンの返済
（公債費）

生活費・光熱水費
（物件費）

車購入費・住居修理
（普通建設事業費等）

税金・保険料・町会費
（補助費・貸付金）

子どもへの仕送り
（繰出金）

預金
（積立金） 

翌月への繰越金
（翌年度繰越金）

支出 計

51,968円
（13億177万5千円）

24,680円
（6億1,822万円）

11,007円
（2億7,572万5千円）

75,604円
（18億9,387万3千円）

125,980円
（31億5,577万1千円）

53,922円
（13億5,073万円）

49,396円
（12億3,735万7千円）

29,770円
（7億4,572万7千円）

37,924円
（9億4,998万7千円）

422,326円
（105億7,917万8千円）

支　出
給与収入
（町税）

親からの仕送り
（地方交付税・国県支出金）

パート収入
（使用料・手数料等）

預金の引き出し等
（繰入金）

ローン借り入れ
（地方債）

前月からの繰越金
（繰越金）

収入 計

156,880円
（39億2,981万7千円）

209,710円
（52億5,320万2千円）

48,620円
（12億1,791万3千円）

4,446円
（1億1,137万5千円）

6,850円
（1億7,160万円）

33,743円
（8億4,525万8千円）

460,250円
（115億2,916万5千円）

収　入

人口 ※注3
預金
子どもへの仕送り
税金・保険料・町会費
車購入費・住居修理
生活費・光熱水費
ローンの返済
医療費・教育費
食費

どんなふうにお金を
使っているのか見てみよう！

ローン借り入れ

　将来にわたって使用
する公共施設の整備に
は、幅広い世代で支え
合えるよう、その財源
を借り入れによって
賄っています。

親からの仕送り

　地方交付税や国・県
からの補助金がありま
す。

　町には一般会計の他に特別会計と企業
会計があり、それぞれ独立採算を原則と
していますが、それらの会計へ拠出分や
不足分を仕送り（繰出）しています。

給与収入

　個人や会社が納める
住民税や土地・建物に
掛かる固定資産税など
があります。

子
ど
も
へ
の

仕
送
り

注１　普通会計とは、他の自治体との比較をすることができる会計区分で、一般会計、宅地分譲事業特別会計を純計したもので、
　　　一般会計決算額とは異なるものです。
注２　１ヶ月分の収入額は、厚生労働省「2019年国民生活基礎調査」全世帯の１世帯当たりの平均所得金額 552万3千円（年）
　　　を参考とし、460,250円（月）として計算しています。また、（　）内の金額は、実際の決算額です。
注３　人口は令和２年1月1日現在

※家計簿金額は、端数調整しています。

CHECK POINT!

4
「普通会計※注１の決算額を１世帯当たりの平均所得金額※注2 に置き換えて、
  家計簿風にしてみました。また過去からの推移をお知らせします。」
　近年、公共施設の更新事業等により普通建設事業費（車購入費・住居修理）が増加しています。公共施設の更新にあたっ
ては、計画的な基金積立（預金）、過度な将来負担を生じない起債（借入れ）計画により、財政規律の確保に努めていきます。
また、生活費、医療費などの経費が家計全体を圧迫しつつあることから、今後も引き続き、行財政改革に取り組み、効
率的で、より効果的な行政運営に努めてまいります。
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　　　　　 「健全化判断比率・資金不足比率の基準はクリアしています。」
　　　　　　　 財政健全化法（地方公共団体の財政の健全化に関する法律）で定められた４つの健全化判断比率と公営
企業の資金不足比率を公表します。この法律で定められた比率が早期健全化基準を超えると健全化計画等を定め、総務
大臣等に報告しなければなりません。また、財政再生基準を超えると財政再生団体となり、国の管理下で財政再建に取
り組まなければなりません。高浜町の比率は以下のとおりで問題ありません。

原子力発電所に伴う交付金って何に使ってるの？

高浜町の財政は健全なの？

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

水道事業

簡易水道事業

公共下水道事業

集落排水事業

将来負担比率

高浜町健全化判断比率

7.6％

電源立地地域対策交付金 22億6,649万4千円 ・公共施設の維持管理費（人件費・電気料、修繕など）
・地域福祉活動事業（社会福祉協議会人件費補助）
・子ども医療費助成事業
・町立保育所整備基金造成事業　等
・原子力防災担当職員の人件費、赤ふんバス運行経費　等

普通会計の赤字額を税収等で比較した指標で、財政
運営の深刻度を表します。

全会計の赤字額を税収等で比較した指標で、高浜町
全体の財政運営の深刻度を表します。

税収等の財源に占める借入金の返済割合を表します。

借入金や将来への負担が税収等の何倍にあたるかを
表す指標で、今後の財政運営の圧迫度を表します。

公営企業（水道や下水道等）の赤字をその料金収入等
で比較した指標で、経営状況の深刻度を表します。

■比率の概要

実質赤字比率　 

連結実質赤字比率

実質公債費比率　

将来負担比率　

資金不足比率

高浜町資金不足比率

早期健全化基準

15％以上

20％以上

25％以上

20％以上

350％以上

経営健全化基準

財政再生基準

20％以上

30％以上

35％以上
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CHECK POINT!
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CHECK POINT!
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財政指標から見る高浜町！
　　　　　 「経常収支比率は94.3％」 経常収支比率とは、町税や地方交付税など毎年決まって入ってくる
　　　　　　　 収入（経常収入）のうち、毎年必要となる経費（経常支出）がどれだけ占められているかを表したものです。
前年度と比べると公債費・補助費・繰出金等の経費が増加したことにより0.5ポイント悪化しました。経常収支比率は高
い水準で推移しているため、電源立地地域対策交付金などの交付金を有効に活用していきながら、効率的かつ健全な財政
運営を進めていきます。

CHECK POINT!
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115億2,916万5千円 105億7,917万8千円

＜経常収入＞
給与収入、親からの仕送りのうち
地方交付税、パート収入など
42億7,144万8千円

＜経常支出＞
●食費 ●医療費・教育費●ローンの返済
●生活費・光熱水費 ●子どもへの仕送り
などのうち毎年必要となる経費
　40億2,588万5千円

＜臨時収入＞
親からの仕送りのうち国県支出金、
ローン借入金など
72億5,771万7千円

＜臨時支出＞
●車購入費・住居修理
●預金など上記以外
　65億5,329万3千円

〈使いみち〉〈名称〉

核燃料税交付金  8億2,591万5千円

・町道柿ヶ渡線整備工事　等原子力発電施設等立地地域
基盤整備支援事業補助金   6億2,988万4千円

・原子力広報事業　等広報・調査等交付金   1,746万3千円

ー

高浜町 県内市町平均

　　　　　「電源立地地域対策交付金や核燃料税交付金があります！」
　　　　　　　　原子力発電所が立地する自治体には、国や県からさまざまな交付金が交付されており、「電源立地地
域対策交付金」は、公共施設や道路の整備、また保育所や公民館などの維持管理費に活用しています。このほか、「核燃
料税交付金」、「広報・調査等交付金」、「原子力発電施設等立地地域基盤整備支援事業補助金」などがあり、これらの交
付金合計は38億4,341万7千円で一般会計歳入の33.3％を占めています。いずれも、防災、保健福祉、環境衛生、教
育などの幅広い分野で行政サービスを展開する上で、欠かすことのできない財源となっています。

臨時
収入

臨時
支出

経常
収入

経常
支出94.3%
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